
自

至

令和６事業年度

財   務   諸   表

独立行政法人  高齢・障害・求職者雇用支援機構
令和　６年 ４月 　１日

令和　７年 ３月 ３１日

（認定特定求職者職業訓練勘定）



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

　　　　　　　固定資産合計 2,757,214,380

　　　　　　　資産合計 3,800,735,727

　　　　　　　投資その他の資産合計 2,739,724,517

　　　　　退職給付引当金見返（注） 2,739,724,517
　　２　投資その他の資産

　　　　　　　有形固定資産合計 17,489,863

　　　　　　減価償却累計額 △ 43,086,233 17,143,578
　　　　　工具器具備品 60,229,811

　　　　　車両運搬具 34,867,340
　　　　　　減価償却累計額 △ 34,521,055 346,285

　　１　有形固定資産
　Ⅱ　固定資産

　　　　　　　流動資産合計 1,043,521,347

　　　　前払費用 5,341,064

　　　　賞与引当金見返（注） 145,945,695
　　　　棚卸資産 37,650

　　　　未収消費税等 224,411

　Ⅰ　流動資産

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

資産の部

　　　　現金及び預金 891,972,527



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

　　　　　　　負債純資産合計 3,800,735,727

　　　　　　　純資産合計 100,489,188

　　　　（うち当期総利益　7,193,464）

　　　　　　　利益剰余金合計 100,489,188

　　　　積立金 93,295,724
　　　　当期未処分利益 7,193,464

　Ⅰ　利益剰余金

　　　　　　　負債合計 3,700,246,539

純資産の部

　　　　　　　固定負債合計 2,757,214,380

　　　　　退職給付引当金 2,739,724,517 2,739,724,517
　　　　引当金
　　　　　資産見返運営費交付金 17,489,863 17,489,863

　Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債（注）

　　　　　　　流動負債合計 943,032,159

　　　　　賞与引当金 145,945,695 145,945,695
　　　　引当金
　　　　預り金 4,640
　　　　未払費用 845,946

　Ⅰ　流動負債
　　　　運営費交付金債務（注） 232,154,000
　　　　未払金 564,081,878

負債の部

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
　　　業務費 1,964,526,158
　　　一般管理費 213,485,326
　　　臨時損失 2
　　　　　損益計算書上の費用合計 2,178,011,486

Ⅱ　行政コスト 2,178,011,486

行政コスト計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

　　当期総利益 7,193,464

7,193,464　　当期純利益

　　　　　　　臨時損失合計 2

　　　固定資産除却損 2

　　　　賞与引当金繰入 139,298,360

　　　　　　　経常収益合計 2,185,204,950

　　　　退職給付費用 △ 240,960,056
　　　　その他の業務費 937,979,547 1,964,526,158

　　　　減価償却費 83,710

　　　　　　　経常利益 7,193,466

　　　一般管理費
　　　　人件費 72,585,434

損益計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

　　経常費用

　　　業務費

　　　雑益

　　　　人件費 1,120,256,842
　　　　減価償却費 7,951,465

　　　　賞与引当金繰入 6,647,335
　　　　退職給付費用 △ 14,781,911
　　　　その他の一般管理費 148,950,758 213,485,326

　　　　運営費交付金収益 2,281,769,467

　　　　　　　経常費用合計 2,178,011,484

　　経常収益

　　　運営費交付金収益（注）

　　　　資産見返運営費交付金戻入 8,035,177 2,289,804,644

　　　賞与引当金見返に係る収益（注） 145,945,695

　　　退職給付引当金見返に係る収益（注） △ 255,741,967

　　臨時損失

5,196,578

 （注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（認定特定求職者職業訓練勘定）

(単位：円)

純資産変動計算書

（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

うち当期総利益
または

当期総損失(△)

当期首残高 0 93,295,724 - 93,295,724 93,295,724

当期変動額

　Ⅰ　利益剰余金の当期変動額

　　（１）利益の処分

　　　　  利益処分による積立て 93,295,724 △ 93,295,724 0 0

　　（２）その他

　　　　　当期純利益または当期純損失（△） 7,193,464 7,193,464 7,193,464 7,193,464

当期変動額合計 93,295,724 △ 86,102,260 7,193,464 7,193,464 7,193,464

当期末残高 93,295,724 7,193,464 7,193,464 100,489,188 100,489,188

Ⅰ　利益剰余金

積立金

当期未処分利益
または

当期未処理損失
(△)

利益剰余金合計
純資産合計



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務費及び一般管理費による支出 △ 1,043,849,858
　　人件費支出 △ 1,379,304,110
　　運営費交付金収入 2,634,361,000
　　その他業務収入 5,711,782

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 216,918,814

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 2,326,500

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,326,500

Ⅲ　資金増加額 214,592,314

Ⅳ　資金期首残高 677,380,213

Ⅴ　資金期末残高 891,972,527

キャッシュ・フロー計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 7,193,464
当期総利益 7,193,464

Ⅱ 利益処分額
積立金 7,193,464

   利益の処分に関する書類



 （認定特定求職者職業訓練勘定） 

重要な会計方針 

 

 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立

行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下

「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 
 
 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

管理部門の活動については、期間進行基準を採用しています。 
 

 ２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。 

 

 ３．減価償却の会計処理方法 

   有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

   なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

     車両運搬具             4年 

     工具器具備品         3～10年  

 

４．貸倒引当金の計上基準  

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ５．賞与に係る引当金の計上基準  

   役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同

額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

 ６．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

   なお、退職一時金並びに確定給付企業年金等に係る掛金及び年金積立金不足額については、運営費

交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返と

して計上しております。 

 

 ７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

８．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 



 （認定特定求職者職業訓練勘定） 

重要な会計上の見積り 

 

退職給付引当金 
１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

  当事業年度 

退職給付引当金 2,739,724,517円 

 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した内容

と同一であります。 

 退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額

から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給

付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。また、退職

給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期待運用収益の額

を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に渡って費用処理され

ます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定となりま

す。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮し

決定しております。 

 これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。 

  



 （認定特定求職者職業訓練勘定） 

注記事項 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 2,178,011,486円 

自己収入等 △ 5,196,578円 

機会費用 360,284円 

 

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 2,173,175,192円 

 

２．機会費用の計上方法 

国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での

勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 

 

〔損益計算書関係〕    

・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 952,004,453円 

法定福利費（職員） 168,252,389円 

 

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 777,075,411円 

旅費交通費 25,758,107円 

維持管理・保守修繕費 25,738,175円 

賃借料 25,431,593円 

賃金 23,730,056円 

 

・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当   59,419,882円 

法定福利費（職員） 10,430,115円 

役員報酬 2,424,532円 

法定福利費（役員） 310,905円 

 

・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

維持管理・保守修繕費 85,876,895円 

備品費 17,728,243円 

雑役務費 17,249,167円 

謝金 5,932,844円 

 旅費交通費 3,523,336円 

 

・雑益の内訳 

職員宿舎使用料    4,103,105円 

その他の雑収入 1,093,473円 



 （認定特定求職者職業訓練勘定） 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

 ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 891,972,527円 

資金期末残高 891,972,527円 

 

  

〔金融商品関係〕 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第 47 条の規定に定める金融商品に限定

しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項  

令和７年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について、現金は注記を省

略しており、預金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を

省略しております。 

 

〔退職給付債務関係〕 

 １．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金基金

制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、労働関

係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。

退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しております。 

 

 ２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 2,104,489,255円 

勤務費用 67,090,563円 

利息費用 21,494,023円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 256,957,311円 

退職給付の支払額 △ 98,606,404円 

期末における退職給付債務 1,837,510,126円 

    

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表   

期首における年金資産 553,387,139円 

期待運用収益 10,680,372円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 30,146,333円 

事業主からの拠出額 30,505,312円 

退職給付の支払額 △ 33,637,857円 

期末における年金資産 530,788,633円 

 

 

 

 

 

 



 （認定特定求職者職業訓練勘定） 

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 628,707,190円 

年金資産 △ 530,788,633円 

積立型制度の未積立退職給付債務 97,918,557円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 1,208,802,936円 

小 計 1,306,721,493円 

未認識数理計算上の差異 1,110,054,116円 

未認識過去勤務費用 322,948,908円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,739,724,517円 

退職給付引当金 2,739,724,517円 

前払年金費用 － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,739,724,517円 

 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用  67,090,563円 

利息費用 21,494,023円 

期待運用収益 △ 10,680,372円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 262,204,766円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 71,441,415円 

合 計  △ 255,741,967円 

   

（５）年金資産の主な内訳 

         年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 21.7% 

株式 20.6% 

預金 3.5% 

その他 54.2% 

合 計 100.0% 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

      年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

      期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

      割引率  1.747％（一時金） 

          1.975％（年金） 

      長期期待運用収益率  1.930％ 

 

〔重要な債務負担行為〕 

 該当する事項はありません。 

 

〔重要な後発事象〕 

 該当する事項はありません。 


